
学長の選考方法（国公私）

○国立大学では、学内選挙及び選考会議の議を経て決定するケースが９割。公立・私立は多様な選考方法。

文部科学省調べ（H25.6速報値）

※これは速報値であり、今後、データについては修正があり得る

（回答数 国公私立大学755校）
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学長の選考方法（私立大学）

私立大学では、理事会や学長選考委員会が、学長を選考しているケースが約７割である。

（回答数 私立大学・私立短期大学750校）

私立学校振興・共済事業団「学校法人の経営改善方
策に関するアンケート」 (H25.8速報値)
※これは速報値であり、今後、データについては

修正があり得る

Ⅰ④学長の選考方法・評価
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（２）学内組織の運営・連携体制の整備



学部長の選考・任命について

学長の選考と異なり、学部長の選考については、法令上は規定されておらず、各大学ごとに多様な実態が見られる。
※非法人化公立大学においては、教授会の議に基づき学部長を選任するものとしている（教育公務員特例法）。

学部長の選考・任命の事例

国立大学
・教授会における投票により学部長候補者を決定し、学長が任命。
・学長及び常勤理事で構成される選考会議で選考し、学長が任命。
・教授会は２名以上の研究科長・学群長の候補者を内申して、学長が任命。

公立大学

【法人化大学】
・理事長が候補者を決定し、大学経営会議の議を経て任命。
・教授会から推薦された候補者（２人以上）を基礎として、学長が最終候補者１人を決定し、理事長が任命。

【非法人化大学】
○学部長の採用のための選考は、当該学部の教授会の議に基づき、学長が行う。（教特法第３条第３項）
○学部長の任命は、学長の申出に基づいて、地方公共団体の長が行う。（教特法第１０条）

私立大学

・学部教授会における投票によって選出され、理事長によって任命される。選挙の方法は各学部ごとに異なり、予備選挙を
行う場合、過半数の票を得た者を選考する方法など様々。

・学部教授会における投票結果の上位３名を学部長候補者とした上で、理事長、学長、理事、評議員から構成される選考
委員会における協議を経て、選考委員会が、最終的な候補者を理事会に答申する。（その際、学部教授会の選挙における
得票数・順位は、協議において考慮されない。）最終的な候補者の了解を得て、理事会が学部教授会に結果を報告する。

・学部教授会の構成員である教授・准教授・講師による投票で、有効投票総数の過半数を得た者を、理事会の了解を得て
理事長が任命する。

○米国では、学長やプロボストが学部長を選考するケースが多い。学部長の選任に際しても、外部のサーチ会社等が利用されることもあるが、教員選
挙で決まることは少ない。学科長レベルでは、学内者が選挙によって選ばれることも多い。

○イギリスの旧大学では、学長が独断で学部長を選考せずに、学部の教職員のコンセンサスを得て決定することが一般的。（※ヨーク大学では、学部
の全教職員の意見などを踏まえて、学長や副学長等から構成される選考委員会において検討・決定し、セネト（教員組織）の承認を得ている。）一方、
新大学では、学長の意向を重視した学部長選考が行われているケースもあり、デ・モントフォード大学では、学部長が副学長にも就任して、学長の意
向を踏まえた学部運営を行っている。

Ⅱ①学部長の役割・選考方法



学部長の選考方法（国公私）

国公私立とも、学部長については、学長に比べ、学内の選挙の結果にしたがって決まる場合が多い。

（回答数 国公私立大学の2045学部）

文部科学省調べ（H25.6速報値）
※これは速報値であり、今後、データについては修正があり得る
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学部長の選考方法（私立大学）

私立大学における学部長選考は、「選挙」及び「学長による指名」による場合が多い

（回答数 私立大学・私立短期大学717校）
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私立学校振興・共済事業団「学校法人の経営改善方策に関するアンケート」 (H25.8速報値)
※これは速報値であり、今後、データについては修正があり得る

Ⅱ①学部長の役割・選考方法



大学ガバナンスに関する現行制度（全体像）

【教学面のガバナンス】【教学面のガバナンス】

国立大学

公立大学

私立大学

○学部又は学部以外の基本組織（85条）

国立大学法人法

○教育研究評議会（21条）

○教育研究審議機関（77条）

○経営協議会（20条）

○学長の任命、学長選考会議（12条）

○役員会（10条）

学校教育法

○経営審議機関（77条）

法人化大学（地独法）

○理事会（36条）

○監事（37条3項）

○評議員会（41条）

私立学校法

○学長、教授等（92条）

○教授会（93条）

○教授会の議を経て、学生の入退学
・卒業等を決定（施行規則144条）

○学部又は学部以外の基本組織（85条）

○学長、教授等（92条）

○教授会（93条）

○学部又は学部以外の基本組織（85条）

○学長、教授等（92条）

○教授会（93条）

○理事長（学長）（13条、71条1項）

○学長選考機関（71条3項等）

【経営面のガバナンス】【経営面のガバナンス】

学長と学部、学部教授会の関係etc学長と学部、学部教授会の関係etc 理事会（法人の長）と教学組織の関係etc理事会（法人の長）と教学組織の関係etc

○学長の理事就任（38条1項）

○学長、学部長、教員の人事（3条）

教育公務員特例法 非法人化大学

○学部又は学部以外の基本組織（85条）

○教授会の議を経て、学生の入退学
・卒業等を決定（施行規則144条）

○教授会の議を経て、学生の入退学
・卒業等を決定（施行規則144条）

○学長、理事、監事（11条）

Ⅱ②教授会の役割



教授会に関する法令上の規定

○学校教育法
第９３条 大学には、重要な事項を審議するため、教授会を置かなければならない。
２ 教授会の組織には、准教授その他の職員を加えることができる。

○学校教育法施行規則
第１４３条 教授会は、その定めるところにより、教授会に属する職員のうちの一部の者をもつて構成される代

議員会、専門委員会等（次項において「代議員会等」という。）を置くことができる。
２ 教授会は、その定めるところにより、代議員会等の議決をもつて、教授会の議決とすることができる。

第１４４条 学生の入学、退学、転学、留学、休学及び卒業は、教授会の議を経て、学長が定める。

【参考：（旧）国立学校設置法】 ※現在は廃止。
（教授会）
第７条の４
４ ・・教授会は、次の各号・・に掲げる事項について審議し、及び教育公務員特例法の規定によりその権限に属させられた事項

を行う。
一 学部又は研究科の教育課程の編成に関する事項
二 学生の入学、卒業又は課程の修了その他その在籍に関する事項及び学位の授与に関する事項
三 その他当該教授会を置く組織（前項の規定により第二項各号に掲げる組織の教授が所属することとされた教授会を置く

組織にあつては、当該各号に掲げる組織を含む。）の教育又は研究に関する重要事項

・教授会が審議すべき「重要な事項」の範囲は、各大学の判断に委ねられている。

・本条により、教授会の「審議機関」としての性格は明らかにされている。

Ⅱ②教授会の役割



学部長の採用

教員の採用・昇任

勤務評定及び評定結果に基づく措置

※教授会の「議に基づき」学長が行う。

入学、退学、転学、留学、休学及び卒業
※教授会の「議を経て」、学長が定める

・教育課程の編成に関する事項

・学生の在籍に関する事項、学位の授与に関する事項

・教育又は研究に関する重要事項

人事権（教育公務員特例法）※公立大学のみ

「重要な事項」（学校教育法第９３条で規定）

教授会の現状

学校教育法施行規則

法令上認められている権限 運用上扱われている事項（大学ごとに異なる）

※学教法の従来からの解釈を踏まえた上で、具体的内容を平成
１１年の改正で明確化

・教員の人事の審議（学部長の選任、教員の採
用・昇任、非常勤講師の採用、研究員の受入れ）

・予算に関する事項

・中期計画

・施設設備の整備計画

・校舎の移転計画

・学部・学科の再編

・定員の調整

・他大学との交流協定

・国等が行う研究事業への応募

・各種連絡事項、情報提供等

※教員の人事については、「任命」は法人の長（国立大
学法人、公立大学法人）、理事会（学校法人）によって行
われることになるが、「選考」は、

・教授会で行われるケース
・人事委員会等で行われるケース

など、そのあり方は多様である。

旧国立学校設置法で規定した事項

※教特法は上意下達の命令
関係を前提とする公務員法制
に例外を設けるもの。国立大
学法人・公立大学法人制度の
創設により、適用を受けるの
は、法人化されずに公務員身
分とされている１８大学８短大
のみ。

Ⅱ②教授会の役割



教授会に関する規定の経緯

私
立
大
学

教育公務員特例法

国
立・
公
立
大
学

平成11年 平成16年昭和24年

国
公
私
共
通
の
仕
組
み

国立学校設置法 国立大学法人法・地独法

○国公立大学については、憲法の保障する「大学の自治」の観点から、公務員法制の特
例として、教員人事に関する教授会の決定権を認めていた。

○戦前は官立大学のみに設けられていた教授会の規定を、公私立大学にも適用する一般的な仕組みとして導入。
※背景には、戦前の滝川事件、天皇機関説事件など国家による大学への介入の歴史への反省

○教授会の審議事項を規定
・教育課程編成
・学位授与・入退学

・その他教育研究に関する重
要事項

○教育公務員特例法
第３条 ２ 学長の採用のための選考は、・・・評議会が行う。
３ 学部長の採用のための選考は、当該学部の教授会の議に基づき、学長が行う。
５ 教員の採用及び昇任のための選考は、・・・教授会の議に基づき学長が行う。

国公立大学の法人化に
際して非公務員化され
たことにより、基本的に
適用関係から外れた。
現在適用を受けるのは
１８の非法人化公立大
学のみ。

○私立学校法では、教授会に関する規定は設けられておらず、学校教育法の適用を受ける。

○各法人の自主性・自律性尊
重の観点から、内部組織につ
いてできる限り法令等で規定
せず、教授会についての規定
は設けられず。

私立学校法

教授会の役割を明確化

昭和22年

学校教育法

Ⅱ②教授会の役割



理事会と教授会の関係について

（参考）
○甲南大学事件（大阪高判平１０・１１．２６）

「・・・人事に関する大学の自治は、寄附行為の定めるところにより業務決定機関である理事会に委ねられているのであって教授会に
はその権限がなく、また学問の自由は各教員に保障されているとはいえ、そのことを根拠に、当然に、教員の解雇については教授会の
解任決定が必要且つ有効要件であって、この決定が理事長の前記任免権限を羈束すると結論づけることは到底できない。」

○ （教員人事についての学校法人の業務決定が、教授会の審議を経ていない場合及び教授会の意見と異なる場合
の効力については、判断がわかれているが）、「最高裁判例は、昭和４８年・・大法廷判決（三菱樹脂事件）以来、憲法
の自由権的基本権の保障規定は、私人間の関係を直接規律するものではないとの立場を明示しており、昭和４９
年・・判決（昭和女子大学事件）で、学生に対する退学処分の事案についてこの法理を私立大学に適用している。また、
大学教員についても、学校法人の業務決定機関である理事会に委ねられているとする。【※注：甲南大学事件】」

○ 「これらを総合的に勘案すると、私立大学の教員にも、学問研究の自由、研究結果の発表の自由、教授の自由は
保障されなければならず、また、学校教育法施行規則第１４４条に規程される学生の入学、卒業等については教授会
の審議が必要であるが、私立大学における大学の自治は、私立大学とその設置者である学校法人とを一体としてと
らえて、その自主的組織と自主的運営、そこで行われる教育研究について、国がその自由を保障し、干渉しないこと
をいうものと解される。」

○ 「理事会と教授会の関係についても、学校法人の意思決定過程において、教授会の意見は十分尊重されなければ
ならないが、学校法人に置かれる評議員会の意見のように予め経なければならない手続として法定されているもので
はない。

学校法人の意思決定過程における教授会の審議をどのように位置付けるかは、教学に関する教授会審議の重要
性に十分配慮しながら、意思決定機関である理事会において定めるべきであると解される。」

Ⅱ②教授会の役割

（出典：鈴木勲 『逐条学校教育法第７次改訂版』 学陽書房）



教授会の構成員

○教授会の構成員は、正教授が中心だが、准教授や講師などの参加も広く見られる。

文部科学省調べ（H25.6速報値）
（回答数 国公私立大学の2122学部）

※これは速報値であり、今後、データについては、修正があり得る
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学部教授会の構成人数（国公私）

学部教授会の構成員は、10人～40人程度のケースが多い。
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教授会の運営状況（国公私）

○教授会の、年間の開催回数は、概ね毎月１回程度が多い。
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教授会の運営に関する工夫として行っている取組（国公私）

○過半数の大学が、教授会での審議事項の精選に取り組んでいる。

文部科学省調べ（H25.6速報値）

（回答数 国公私立大学の2122 学部）
※速報値であり、修正があり得る
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携
を
行
っ
て
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る
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そ
の
他

国立 公立 私立
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教授会の審議状況について（国公私）

○大学の組織改廃や規程改正、教員人事については、教授会で審議は行うが決定権限がないことが多い。
○一方で、学部の教育や学生に関することについては、理事会や学長から教授会に権限が委譲されている傾向が見ら

れる。

文部科学省調べ（H25.6速報値） 回答数：国公私立大学の約1960学部 ※これは速報値であり、今後、データについては、修正があり得る
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A 学部の教育 B 学生 C 大学との連携 D 組織・運営 E 人事 F 予算G その

他

教授会に決定権限があるもの 教授会で審議は行うが決定権限はないもの
教授会では審議も決定も行わないもの 教授会での扱いは特に定めていないもの
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意思決定への影響が強い機関（私立大学）

○教学計画については、学長や教授会の影響が強い。一方で、財務計画や施設計画については理事長や理事会の影響が非常
に強い。

（回答数 大学法人・短期大学法人539法人）

私立学校振興・共済事業団「学校法人の経営改善方策に関するアンケート」 (H25.8速報値)
※これは速報値であり、今後、データについては修正があり得る
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外国の大学における教授会に相当する組織の状況
アメリカ イギリス フランス ドイツ

○Academic Senateに相当する

教員組織を有しているのは、大
学全体の87%。(南カリフォルニ
ア大学の調査）

○各大学には全学的な教員組
織で在る大学評議会（Academic
Senate, Faculty Senateなど名称

は多様）が設けられ、教育研究
に関する事項や教員人事の方
針など、アカデミックな事項につ
いて決定する（理事会から権限
が委譲されている）。なお、実際
には、大学評議会の下に設置さ
れている多くの委員会が様々な
意思決定を行っている。また、
学部・学科レベルでもそれぞれ
管理機関が設けられている。

【旧大学】

○アカデミックな事項に関する意
思決定については、カウンシル
から教員を主たる構成員とする
セネトに権限が委譲されている。

○セネトが最終的な決定権を有
することで、学長の独断に陥らな
いためのブレーキになっている。

○フランスの大学運営は、管
理評議会をはじめとする三評
議会が中心に行われている。
三評議会は、いずれも主に教
員から構成されており（大学研
究生活評議会は、主に教員・
学生代表から構成）、学長が議
長である。

○学術評議会、大学研究生活
評議会は、それぞれの所掌事
項について、管理評議会から
の諮問に答申する。

○学術評議会は研究に関する
方針や研究費配分に関する基
本的方針、教育プログラムや
研究担当教員の資格審査など
について、管理評議会に対して
提案を行う。

○大学研究生活評議会は、教
育の基本方針や学位授与権の
設定、新たな教育課程の設
置、学生支援の諸方策などに
ついて、学長の諮問に対して
答申を行う。

○ドイツの大学運営は、一般に、
統括機関である総長部（又は
学長部）、中央合議制機関であ
る評議会、総長部を外部の専
門的な知識によりサポートする
大学評議会によって行われて
いる。

○評議会（構成員の過半数は
教授）は、学則に関する議決や
学長部の選挙を行う。また、学
長等の候補者推薦、予算案作
成、学部等の設置廃止、教授
招聘のための推薦などについ
て議決を行う。

○学部では学部評議会という
組織が、研究及び大学教育に
関連するあらゆる事柄を所管
している。学部評議会は、評議
会と同様に、その学部に所属
する教職員や学生などの代表
で構成され、議長は学部長が
務めている。学部長は学部評
議会に所属する教授。また、学
部長には、大学教育及び試験
の実施義務の遂行に当たって、
通常、教授陣に対する監督権
及び指示権限が付与されてい
る。

※ＵＣバークレーの例

大学評議会は、学生の入学、
カリキュラム、学位授与、予
算、教員人事について学長
執行部に助言・推薦する権
限を、理事会から認められ
ている。通常、学長や理事
会が大学評議会の見解を無
視することはない。

Ⅱ②教授会の役割

※オックスフォード大学の
例

オックスフォード大学では、
大学本部、学部、学科どの
レベルにおいても、

意思決定はコンセンサスを
得て決められる。
全教職員約4500人から構

成されるコングリゲーショ
ンが、大学の諸規定の承
認、カウンシルからの提出
案の修正・廃止、学長(Vice 
Chancellor)の承認・任命等
を行う。



国 立 大 学 法 人 の 仕 組 み

国立大学法人

目標の設定
規制緩和学長選考会議

→戦略的経営を
実現 →予算・組織は学外者も参画し適任者を

→個性化を促進 大学の責任で学長に選考
決定

非公務員型

民間的発想→弾力的な人事シ
ステム 学外者の経営 参画 教学に関するによるトップ

マネジメント→産学官連携等を
推進 学外者が半数以上 学内の代表者

→外国人を幹部に
教育研究評議会登用 経営協議会 役員会

（主に経営面を審議） （主に教育面を審議）

文部科学大臣 国立大学法人評価委員会

・評価
（事後チェック）

・中期目標の提示、中期計画の認可
・学長の任命
・運営費交付金の交付

・中期目標原案・中期計
画案( 年)の策定6

・学長候補者の申出

学 長

（ ）代表者 （ ）代表者

理 事

監 事

国立大学法人のガバナンスの仕組み

○国立大学法人の長は、「法人を代表し、その業務を総理」する法人の長であると同時に、「校務をつかさどり、所属職員を統督する」という
大学の学長としての両方の性格を有する。

○国立大学法人の学長は、学外者などから構成される経営協議会の代表者と、学内者から構成される教育研究評議会の代表者から構成
される「学長選考会議」において選考され、文部科学大臣が任命する。

○意思決定プロセスの透明性確保や、適正な意思決定の担保といった観点から、大学運営上の特に重要な案件について、合議制の審議
機関を法定（「役員会」、「経営協議会」、「教育研究評議会」）。

【学長】

国立大学法人を代表し、その業
務を総理

【役員会】

予算の作成、重要な組織の改廃
等に関する審議機関

【経営協議会】

経営に関する重要事項を審議す
る機関

【教育研究評議会】

教育研究に関する重要事項を審
議する機関

【監事】
国立大学法人の業務を監査

※「役員会」「経営協議会」「教育研究評議会」は、
大学によってその人数が異なる。

（例）東京大学：役員会8人、経営協議会 22人、教育研
究評議会43人
京都教育大学：役員会4人、経営協議会 8人、教育研

究評議会12人

Ⅱ③理事会や役員会
の機能見直し



公立大学法人のガバナンスの仕組み

○公立大学法人では、法人の長である理事長が、大学の学長を兼ねることが原則とされているが、両者を分離することも可能。

○公立大学法人の理事長は、学外者などから構成される経営審議機関の代表者と、学内者から構成される教育研究審議機関の代表者
から構成される学長選考機関において選考され、設立団体の長が任命する。

○意思決定プロセスにおける透明性の確保や適正な意思決定の担保といった観点から、大学運営上の特に重要な案件の審議について、
合議制の審議機関を法定（経営審議機関、教育研究審議機関）。

【理事長】（＝学長が原則）

公立大学法人を代表し、その業
務を総理

【役員会】（必置機関ではない）

予算の作成、重要な組織の改廃
等に関する審議機関

【経営審議機関】

経営に関する重要事項を審議す
る機関

【教育研究審議機関】

教育研究に関する重要事項を審
議する機関

【監事】
公立大学法人の業務を監査

※「役員会」「経営審議機関」「教育研究審議機
関」は、大学によってその人数が異なる。
（例）名古屋市立大学：役員会 8人、経営審議会
15人、教育研究審議会25人
青森県立保健大学：役員会 6人、経営審議会10
人、教育研究審議会10人

非公務員型

→弾力的な人事
システム

→産学官連携等
を推進
→外国人を幹部
に登用 など

平成16年度から
地方公共団体の
選択により、法
人化可能

※「役員会」は、地方公共団体の判断（定款に規定）等で設置可能

「経営」と「教学」の

代表者が学長を選考

選考機関

公立大学法人

経 営 に 関 す る
学外の代表者等

経営審議機関

理事長(＝学長が原則)

※理事長とならない学長は、選考機
関の選考に基づいて理事長から任命
され、副理事長となる

副理事長

理事

役員会

教 学 に 関 す る
学内の代表者等

教育研究審議機関

監 事

・中期目標の提示、中期計画の認可
・理事長の任命
・運営費交付金の交付

・中期目標原案・中期計

・理事長（＝学長）候補者
の申出

設立団体の長

画案(6年)の策定

公立大学法人評価委員会

・評価
（事後チェック）

※各設立団体において設置

Ⅱ③理事会や役員会
の機能見直し



学校法人のガバナンスの仕組み

○学校法人の最高意思決定機関は、合議制機関である理事会である。理事長は、学校法人を代表し、その業務を総理する。

○学校法人には評議員会が置かれる。評議員会は理事の定数の２倍以上の定数で組織され、学校法人の職員や卒業生等が評議員に選
任される。予算事項や事業計画、寄附行為の変更等の重要事項については、予め評議員会の意見を聞くこととされている。

○大学の、学長は、学校法人の理事として経営に参画する。

【理事会】

学校法人の業務に関する最終
的な意思決定機関
理事の職務の執行を監督

私立学校の校長を理事として選
任

【監事】

学校法人の業務、財務状況等
を監査

【評議員会】

予算、事業計画、寄附行為の
変更等に意見
（理事長があらかじめ諮問）

学校法人

私立学校を設置・運営

監
査

（理事長が）
選任

諮
問

※評議員会の
同意が必要

意
見

学校法人の業務に関する最終的な意思決定機関。

学校法人の業務を決し、理事の職務の執行を監督する。

理事で組織される（学校法人には５人以上の理事を置かなければなら
ない）。議長は理事長。

理事会

学校法人の業務、財務状況等を監査する。

学校法人には２人以上の監事を置かなけれ
ばならない。

予算、事業計画、寄附行為の変更等につい
て、理事長があらかじめ諮問。

委員数は理事の定数の２倍を超える数。

評議員会

校長（学長）は理事に就任する。（私立学校を複数設置している場合は、そのう
ち１人以上を理事とすることができる。）

私立学校

監事

学長の
理事就任

Ⅱ③理事会や役員会
の機能見直し



監事（国公私）

【監事の任命】
○国立大学法人：文部科学大臣が任命。外部監事を含まなければならない。
○公立大学法人：設立団体の長が任命。財務管理、経営管理など優れた識見を有し、監査実務に精通している者。
○学校法人（私立大学）：評議員会の同意を得て、理事長が任命。外部監事を含まなければならない。

【監事の職務】
○監事の監査の対象とするのは、「財務・会計」だけでなく、法人の「業務」全体。

○特に、大学全体や各学部・研究科の業務執行状況を評価するためには、監事が教育研究についても、適切に監査することが求めら
れている。

【非常勤監事】
監事に占める非常勤監事の割合は、国立大学で７２．７％、私立大学で９３．８％。
※監事を非常勤としている主な理由

・組織規模・予算規模を考慮すれば、非常勤でも対応可能
・常勤で就任可能な適任者がいない
・予算の制約

【監事の監査業務を支援する体制（例）】
・内部監査室が監事の業務を補助・支援
・監事の下に、専任の組織や人員を配置

○私立学校法第３７条
３ 監事の職務は、次のとおりとする。

一 学校法人の業務を監査すること。
二 学校法人の財産の状況を監査すること。
三 学校法人の業務又は財産の状況について、毎会計年度、監査報告書を作成し、当該会計年

度終了後二月以内に理事会及び評議員会に提出すること。
四 ・・監査の結果、学校法人の業務又は財産に関し不正の行為又は法令若しくは寄附行為に違

反する重大な事実があることを発見したときは、これを所轄庁に報告し、又は理事会及び評議員
会に報告すること。

五 前号の報告をするために必要があるときは、理事長に対して評議員会の招集を請求すること。
六 学校法人の業務又は財産の状況について、理事会に出席して意見を述べること。

○国立大学法人法第１１条

４ 監事は、国立大学法人の業
務を監査する。

○地方独立行政法人法第１３条
４ 監事は、地方独立行政法人

の業務を監査する。

＜監事の職務に関する規定＞

Ⅱ④監事による監査機能の見直し



国立大学法人における監事業務について

◇監事業務に関する実態・監事からの意見（平成２４年２月文科省アンケート調査）

１．非常勤監事の状況

（非常勤監事としている理由）
・組織規模・予算規模を考慮すれば、非常勤でも対応可能。 ・常勤で就任可能な適任者がいない。 ・予算の制約 等

◆非常勤監事の数：１２５名（全監事の７２．７％） ◆非常勤監事のみを設置する大学数：４１校

２．役員会等への監事の出席の可否

※上述以外のその他の学内の会議にも多くの大学が監事の出席を可としている。

※また、上述の会議への出席の他にも、月に一度学長との定期的な意見交換の機会等を設けている大学も多い。

３．監事業務を補助・支援する組織／内部監査を担当する組織等の状況

◆いくつかの大学では、監事の下に専任の組織や人員を配置。(ex.東北大学の監事監査担当、山口大学の監事支援室等)
◆一方、多くの大学が、学長の指揮命令系統下にある内部監査室等が監事の業務を補助・支援。

◆ほぼ全ての大学において、独立した内部監査室等を設置。

◆一方、内部監査室等の職員が全て兼任職員である大学も２０大学存在。

※財務担当の職員を兼任とする例が多い

４．その他に寄せられた意見等

◆国立大学法人法において、監事の権限が明確に規定されていないため、現在は各大学が運用上の工夫により、権限を行使し、補
完してきている。今後すみやかに会社法のように監事の権限を明記するべきである。

◆監事の任期が会計年度（４月～３月）となっており、監事が交代する場合に年度監査報告（翌年６月）に支障が出ている。

◆全国立大学のうち、約７～８割の大学において、監事の役員会、経営協議会、教育研究評議会への出席を学内規定で認めているほ
か、規定が存在しない場合においても、ほぼ全ての大学で出席が可能な状態となっている。

Ⅱ④監事による監査機能の見直し



業務監査の内容（私立大学）

○業務監査の内容として、「教育研究活動の実績等に関する監査」「教育研究活動の企画立案・実施過程に関する監査」を行っ
ている法人は約４割にとどまる。

（回答数 大学法人・短期大学法人532法人）

35%

43%

44%

63%

67%

70%

89%

教育研究活動 の企画立案 ・実施過程 に関する監査

教育研究活動 の実績等 に関する監査

人事、労務管理 に対する監査

学部設置 や施設設備整備計画等 に対する妥当性 のチェック

各部署 の業務執行 （学内事務体制 の見直し）に対するチェック

監査における 指摘事項 の改善状況 のチェック

予算編成 や中長期計画策定 に対するチェック

私立学校振興・共済事業団「学校法人の経営改善方策に関するアンケート」 (H25.8速報値) 
※これは速報値であり、今後、データについては修正があり得る

Ⅱ④監事による監査機能の見直し



監事のサポート体制（私立大学）

（回答数 大学法人・短期大学法人538法人）

○監事監査実施のための法人内のサポート体制として、内部監査室による監査業務の支援など、何らかの支援を行っている学
校法人が約６５％

21%

16%

28%

37%

内部監査室が、監事業務の支援を行っている

特定の職員を監事の補佐に従事させている

監事より要望があった場合に人員を配置している

特段の支援体制はとっていない

私立学校振興・共済事業団「学校法人の経営改善方策に関するアンケート」 (H25.8) 速報値※これ
は速報値であり、今後、データについては修正があり得る

Ⅱ④監事による監査機能の見直し



（３）大学の自律的改革サイクルの確立、
各大学のガバナンス改革に対する支援



大学の情報公開について

○各大学や大学の設置者に対しては、様々な法令に基づいて情報公開が求められている。

中期目標・中期計画等 教育研究に関すること 財務・経営に関すること

国
立
大
学

○中期目標・中期計画（３０条、３
１条）
○業務方法書（通則２８条）
○年度計画（通則３１条）
○事業報告書（通則３３条）

○自己点検・評価結果の公表（学教法１０９条）
○認証評価結果の公表（学教法１１０条）
○教育研究活動状況の公表（学教法１１３条）

○教育研究活動状況の公表（学教法施行規則１７２
条の２）

・大学の教育研究上の目的
・教育研究上の基本組織
・教員組織、教員数、各教員の学位及び業績
・入学者受入れ方針及び入学者の数、収容定
員及び在学生数、卒業又は修了者数、進学者
数、就職者数その他進学及び就職等の状況
・授業科目、授業の方法及び内容、年間授業計
画
・学修成果の評価及び卒業・修了認定に際して
の基準
・校地校舎等の施設及び設備その他学生の教
育研究環境
・授業料、入学料その他の大学が徴収する費
用に関すること
・大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の
健康等に係る支援に関すること
・学生が修得すべき知識及び能力に関する情
報（努力義務）

○成績評価基準等の明示（大学設置基準２５条の２）
・授業の方法及び内容、年間授業計画の明示
・成績評価基準、卒業認定基準の明示

○理事の任免（１３条、１７条）
○財務諸表の官報公告（通則法３８条）
○一般への閲覧（通則法３８条）

・財務諸表
・事業報告書
・決算報告書
・監事及び会計監査人の意見を記載した書面

○職員の給与等の基準（通則法６３条）

公
立
大
学

○業務方法書（地独法２２条）
○中期目標（地独法２５条）
○中期計画（地独法２６条）
○年度計画（地独法２７条）

○業務実績の評価結果（地独法
２８条）

○中期目標に係る事業報告書
（地独法２９条）

○中期目標に係る業務実績に関
する評価結果の公表（地独法３０
条）

○理事等の任免（地独法１４条、１７条）
○財務諸表の公告（地独法３４条）
○一般への閲覧（地独法３４条）

・財務諸表
・事業報告書
・決算報告書
・監事の意見を記載した書面

○職員の給与等の基準（地独法５７条）

私
立
大
学

○利害関係人に対する閲覧（私学法４７条）
・財産目録
・貸借対照表
・収支計算書
・事業報告書
・監査報告書

※財務情報を一般公開している学校法人の割合
は９８．７％

Ⅲ①情報公開の推進



米国３団体によるガバナンスに関するステイトメント

○理事会
・理事会は、少数の例外的な場合を除き、大学の最終的な意思決定機関である。
・理事会は、全体を概観しながらも、執行機能は執行部（学長や学部長）に、教育及び研究は教授団に、権限を委任する。理

事会は、適切な自己抑制を働かせるべきである。
・理事会の主要な役割は、将来発生することが予見されるニーズと、それに必要なリソースを関連づけて考えることである。具

体的には、基金の有効活用、必要な財源の獲得、広い意味で人事方針に注意を払うこと、などに責任を負う。こうした責務を
実施するため、理事会は、執行部や教授団が策定する長期的な計画によるサポートが必要となる。

○学長
・学長は大学の最高執行責任者（CEO)であり、組織におけるリーダーシップを評価される。
・学長は、大学の目標設定と目標の実現、執行などに責任を負うとともに、社会一般に対して大学を代表する。
・学長のリーダーシップを発揮するためには、理事会や教授団からの権限委任が必要である。

○教授団
・教授団は教育課程、授業科目、指導方法、研究、教員の待遇などについて、主要な責任を負う。これらの事項について、理

事会が異なる判断を行うのは例外的な場合のみであり、かつ、その場合には、教員組織に理由が伝えられるべきである。
・教授団は、各教育プログラムにおいて学位を取得するための要件を定めるとともに、その要件を満たしているかどうかの審

査を行い、学長や理事会による学位授与をオーソライズする。
・教員の待遇に関すること（任用、昇進、テニュア承認、解雇等）は、教育方針の中心的な事項であり、また、研究者の適性を

判断するのは同僚研究者が最も適性があることから、基本的に教員組織の責任によって決定する。

○米国では、大学のガバナンスについて１９６６年にAmerican Association of University Professors（AAUP, 米国大学教授協会）、American 
Council on Education （ACE, 米国学長会議）、Association of Governing Boards of Universities （AGBU, 米国大学理事会協会）が合同で「大
学の統治(government)に関するステイトメント」を採択するなど、大学関係者や大学関係団体が主体的に、大学における適切なガバナン
スの在り方についての合意形成を図っている。

AAUP, ACE, AGBU “Statement on Government of Colleges and Universities”に基づき作成。

Ⅲ④大学による
自律的改革の推進



予算を通じた大学のガバナンス改革支援について①

（１）かつての国から大学に対する支援は、各学部の教員数・学生数等に基づく予算配分が中心であったため、大学本部が裁量的経費を確
保することは難しく、各組織ごとの硬直的な予算になりがちであった。

（２）また、科研費などの競争的資金について、間接経費の措置が認められてきたが、競争的資金を獲得した研究者の成果としてとらえられ
る傾向があり、必ずしも大学本部が自由に使える状況にはなっていなかった。

（１）平成１５年度以降、ＧＰ事業など国公私を通じた大学改革を支援するための予算において、大学全体での応募を求めるとともに、大学に
補助金を交付することで、大学本部が自由度の高い予算やポストを手にすることができるようになった。（なお、平成２３年の「事業仕分け」
において、ＧＰ事業は廃止とされた。）また、国立大学法人運営費交付金や私学助成等においても、大学のガバナンス改革の取組を支援す
るようなメニューを積極的に設定するようになった（→次ページ資料参照）。

（２）間接経費については、平成１３年度から開始された第二期科学技術基本計画において、その活用や間接経費の予算拡充（３０％の目
標）などの考え方が示され、現在の第四期計画にも引き継がれている。

ＧＰ事業を検証した調査検討会議の報告書では、ＧＰ事業の意義として、
・改革プランを実施するために、学内資源の活用や関係者との調整、予算案への落とし込みなど、学内の幅広い作業が

必要であり、教職員の意識改革をもたらした、
・学長が学部教授会の枠組みとは別に、自らのリーダーシップを発揮したパイロット・プログラムとしての役割を果たした、
といった点を指摘している。（「国公私立大学を通じた大学教育改革の支援の在り方について（意見まとめ）」参照）

「(b) 間接経費
競争的資金の拡大によって、直接に研究に使われる経費は増加してきた。競争的資金をより効果的・効率的に活用するために、研

究の実施に伴う研究機関の管理 等に必要な経費を手当する必要がある。このため、競争的資金を獲得した研究者の属する研究機

関に対して、研究費に対する一定比率の間接経費を配分する。間接経費の比率については、米国における例等を参考とし、目安とし
ては当面３０％程度とする。この比率については、実施状況を見ながら必要に応じ見直しを図る。間接経費は、競争的資金を獲得し
た研究者の研究開発環境の改善や研究機関全体の機能の向上に活用する。」（第二期科学技術基本計画）

Ⅲ⑤国等による支援



予算を通じた大学のガバナンス改革支援について②

○国立大学改革の推進（H26年度概算要求額330億円（H25年度予算：185億円））
「ミッションの再定義」等を踏まえた国立大学の機能強化を推進するため、教育研究組織の再編成や年俸制など人事・給与シ

ステムの弾力化を通じて、世界水準の教育研究活動の飛躍的充実や各分野における抜本的機能強化及びこれらに伴う若手・
外国人研究者の活躍の場の拡大等に取り組む大学に対して重点支援するとともに、各大学の次代を見据えた間断のない機能
強化への改革構想を重点支援。

○私立大学等改革総合支援事業（H26年度概算要求額248億円（H25年度予算：178億円））
教育の質的転換、地域発展、産業界・他大学等との連携、グローバル化などの改革に全学的・組織的に取り組む私立

大学等に対する支援を強化するため、経常費・設備費・施設費を一体として重点的に支援。
≪教育の質的転換≫のイメージ
・全学的教学マネジメント下でのＰＤＣＡ（主体的な学修を促す教育課程の編成、学修時間の把握等）
・ナンバリング・ＣＡＰ制・学長裁量経費 など

○スーパーグローバル大学事業（H26年度概算要求額156億円(新規)）
世界大学ランキングトップ100に10校以上が入ることを目指すとともに、我が国の社会のグローバル化を牽引し他大学のモデル

となるスーパーグローバル大学を形成。ＲＵ１１の提言等を受け、概算要求額156億円のうち、直接経費120億円の30％に相当す
る間接経費36億円を計上。

○大学改革加速プログラム（H26年度概算要求額20億円（新規）
一定の改革成果を出した大学を対象に、国として進めるべき改革の方向性（ガバナンス改革、ＩＲ等）に合致した申請プロジェクト

を支援。各大学は大学全体の改革ビジョンを提示し、その中で、申請プロジェクトの位置付け、重要性を明示する。

○地（知）の拠点整備事業（大学ＣＯＣ事業）(H26年度概算要求額61億円（H25年度予算：23億円）
支援条件として、全学的な取組としての位置づけの明確化（学則等の位置付け、学長を中心とした事業の実施体制の整備、全

教職員へのＦＤ・ＳＤの徹底等）を求めることで、大学の機能別分化とともに、学長のリーダーシップの下でのガバナンス改革を推
進する。

Ⅲ⑤国等による支援



４．「大学のグローバル化に関する
ワーキング・グループ」関係資料



国際教育連携に係る諸制度について



大学のグローバル化に関する諸制度について

○留 学 ○外国大学日本校の指定制度

○単位互換協定 ○海外キャンパス

◇海外サテライト（仮称）◇ジョイント・ディグリー

・大学の判断により、履修できる授業科目や単位認定
の方法等、大学間で協議を済ませた外国の大学で学修
することをいう。大学の判断で修業年限に通算すること
が可能。

共同教育プログラム

ダブル・ディグリー

・上記によらず、学生が個人として在学中に休学し、外
国の大学で学修する「休学留学」の場合、修業年限に
は通算できない。

・国内大学間と同様に、我が国の大学が外国の大学又は
短期大学と単位互換協定を結んだ場合、留学等により修
得した単位について、自大学で修得したものとみなすこと
ができる。

・昭和４７年の制度発足当初は学士課程の場合、３０単位
が上限であったが、現在は６０単位まで認められている
（修士課程は１０単位が上限）。

・外国大学の日本校のうち、当該外国の学校教育制度
において当該外国大学の一部と位置付けられているも
のを指定し、当該外国大学に準じて取扱うことを可能と
する制度。

・上記制度により、我が国の大学院への入学資格、大
学への転学、大学等との単位互換について国内の大学
と同様に認めている。（H25.8末現在、4校）

・我が国の大学が外国において学部、研究科、学科等
の組織を置いて教育活動を行う場合、大学設置基準等
を満たしたものについては我が国の大学の一部（海外
校）として位置付けることを可能とするための制度。

・海外オフィスや交流拠点は多くの大学が設置している
が、海外キャンパスの活用事例はまだ無い。

現

行

新

規

・上記の海外キャンパスのように学部・学科等の大規模
な組織は設けず、国内のサテライトキャンパスのように
簡易な方法で海外展開を可能にする制度。

・一方で、外国における学生の学修環境の確保等、展
開される教育の質にも十分配慮することが求められる。

・連携する大学間で開設された共同プログラムを修了し
た際に、複数の大学が共同で単一の学位を授与する制
度で、欧州を中心に発展。

・我が国においては、国内の大学間では「教育課程の
共同実施制度」によりすでに共同の教育課程編成及び
学位授与が可能となっている。



外国大学との共同教育プログラムの履修に対する学位授与について

○我が国の大学に在籍する学生が、外国大学との共同教育プログラムを履修した場合、学位授与の方法として、主に、以下のよ
うな方法が考えられる。

定義 ○通常の１つの学位記に加えて、当該教
育プログラムが外国大学との共同プログ
ラムであることや、外国大学との共同研
究指導が行われたことなど、プログラム
の性質などを記した「サティフィケート」
（※学位ではない）を別途授与するもの。

○単位互換等の活用により、一定の教育
プログラムの履修に対して、複数の大学
からそれぞれ授与される学位。

○２以上の大学が連名で授与する、
１つの学位。

教育プロ
グラム

○教育プログラムについて、各大学間で
十分に協議されていることが望ましい。

○教育プログラムについて、各大学間で
十分に協議されていることが望ましい。

○共同学位を授与するためには、各
大学間で教育プログラムについて十
分に協議されていることが不可欠。

学位授与 ○大学が、当該国の制度にしたがって学
位やサティフィケートを授与することがで
きる。

○各大学が、それぞれの国の法制度に
したがって学位を授与することができる。

○学位授与について、各国の法制度
の違いがハードルとなる。

※有効な共同学位とするためには、
外国大学が当該国で学位授与権を
有していることが必要

①学位記＋サティフィケート ②ダブル・ディグリー ③ジョイント・ディグリー

学位記
（Ａ大学）

サティフィ
ケート

学位記
（Ａ大学）

学位記
（Ｂ大学）

学位記
（Ａ大学、Ｂ大学連名）

＋ ＋

現行制度で実施可能 制度改正が必要



ジョイント・ディグリーに関する議論の経緯

○平成２２年５月 中教審大学分科会大学グローバル化検討ワーキンググループにおいて、「我が国の大学と外国の大学間
におけるダブル・ディグリー等、組織的・継続的な教育連携関係の構築に関するガイドライン」を策定。本ガイ
ドラインにおいては、海外との大学連携促進を目的として、これまで必ずしも明確でなかった関連用語の定
義や留意事項等の整理を行い、各大学での円滑な連携関係構築のための指針を示した。

※この時のジョイント・ディグリーに関する整理では、複数大学による単一の学位記の授与ではなく、法制的に可能であったサ
ティフィケイトの発行を想定したものだった。

○平成２３年１月 「第５期・中央教育審議会大学分科会の審議経過と更に検討すべき課題について」において、ジョイント・デ
ィグリーついて、以下のとおり大学教育のグローバル化に関する検討課題として整理した。

（検討すべき課題）

（イ）ダブル・ディグリーに続いて、今後、ジョイント・ディグリー（複数大学が連携で学位記を授与）が可能
となるような制度的な対応の検討

（検討事項例）
・大学設置基準をはじめとする関連法令の規定の在り方
・教育課程、単位、学位等に関する取扱い

○平成２４年２月 有識者による「ジョイント・ディグリーの在り方に関する検討会」が開催（平成２３年７月～平成２４年２月：計１
０回）され、検討会としての報告書がとりまとめられた。本報告書においては、ジョイント・ディグリー等につい
ての、国際的な状況を概観しつつ、海外大学とのジョイント・ディグリーやダブル・ディグリーの定義及び意義
や質保証の仕組みの在り方、ジョイント・ディグリー・プログラム編成に当たっての留意点を整理し、国際共同
学位についての基本的な考え方をとりまとめた。

○平成２５年５月 教育再生実行会議の第三次提言において、「国は、（中略）ジョイント・ディグリーの提供など現行制度を超
えた取組が可能となるような制度面・財政面の環境整備を行う」ことが提言された。

○平成２０年９月～ 平成２０年９月の文部科学大臣諮問「中長期的な大学教育の在り方について」を受けて、欧州のエラスム
ス計画やボローニャプロセスなどの動きを踏まえ、我が国の大学がダブルディグリー等の国際的な共同教
育プログラムを通じた、各国・地域との組織的・継続的な教育連携の構築を促進するための方策について、
中教審での議論が開始された。



ダブル・ディグリーについて

○ダブル・ディグリーとは、一般に、「単位互換の活用等により、一定の教育プログラムの履修に対して、複数の大学からそれぞれ授与され
る学位」のことである。

○学生にとっては、修業年限や修得単位数、費用負担を減らした上で、複数の学位を取得できるというメリットがある。

○ダブル・ディグリーは、各大学が共同で教育課程を編成している場合もあるが、単位互換方式を活用しているケースも多く、後者の場合
には、各大学が提供する異なる教育プログラムをそれぞれ修了することになる。

○各大学が別個に学位を授与しているため、シングル・ディグリーと変わらない修業年限や修得単位数、論文数で、外形的にシングル・デ
ィグリーと区別ができない形で、複数の学位授与が行われているケースも生じている（ＪＤ型ＤＤ）。

Ａ大

Ｂ大

Ａ大学の学位

Ｂ大学の学位

ダブル・ディ
グリー

○本来は、シングル・ディグリー・プログラムの２倍の学修が必要

○ただし、プログラムに共通部分があれば、相互に単位互換を活用して短縮することは可能

○しかしながら、極端なケースでは、４年間・１２４単位、論文１本で二つの学位授与というケース（ＪＤ型ＤＤ）も発生

外
形
上
は
区
別
で
き
な
い

シングル・
ディグリー

Ａ大学の学位

Ａ大学の学位

Ａ大学の学位

Ｂ大学の学位

Ｂ大学の学位

Ｂ大学の学位



ジョイント・ディグリーについて

○ジョイント・ディグリーとは、通常、「複数の大学が連名で授与する、単一の学位」と定義される。

○ジョイント・ディグリーを授与するためには、複数の大学による共同教育プログラム（ジョイント・プログラム）の設定が前提となるため、
・複数の大学における、より優れたリソース（教員、研究施設等）を相互に活用することができる、

・複数の大学が教育プログラムについて検討する中で、ナンバリングやキャップ制の推進や、共同での研究指導・論文指導、学位審査な
ど、国際的な通用性のある質の高い教育プログラムとなることが期待される、

・学生にとっても、通常の学修期間や学修量の範囲で、外国大学を含めた多様な学修機会を得ることが可能で有り、また、学位記にも明
記されるため、就職等においても適切に評価されることが期待される、
といったメリットがあると考えられる。

○また、現行のダブル・ディグリー・プログラムの中には、本来はジョイント・ディグリーとして位置づけるべきと考えられるもの（ＪＤ型ＤＤ）も
あり、ジョイント・ディグリーを可能にすることで、適切な学位授与にもつながることも期待される。

○なお、国内の大学間のジョイント・ディグリーについては、平成２０年の大学設置基準改正により導入済みである。

Ａ大学

Ｂ大学

Ａ大学の学位

Ｂ大学の学位

Ａ大学・Ｂ大学
連名の学位共同教育プログラム

Ａ大学の学位

Ｂ大学の学位

Ａ大学

Ｂ大学

（参考）ＪＤ型ダブル・ディグリー

シングル・
ディグリー

シングル・
ディグリー

ジョイント・
ディグリー



ジョイント・ディグリーの導入に関する論点

○日本国内で有効な学位授与を行うためには、国による設置認可を受けていることが前提となる。そのため、ジョイント・ディグリーの検討
に当たっては、外国大学による学位授与を、どのように国内法制に位置づけていくかが大きな課題となる。

日本政府 外国政府

学位

Ｂ大学

学位

設置認可？

共同学位
（ジョイント・ディグリー）

大学設置基準

学位規則

認証
評価

認証
評価

日本国内における
学位授与権？

日本国内で有効な共同学位？

設置認可

学位授与権

有効な学位

【主な論点】
○日本の法制度において、外国大学と共同での学位授与を認めていくためには、どのような条件が必要か。
※外国大学の質保証をどのように担保するか。どのようにして国内の学位授与権を認めるか。

○共同教育プログラムの質を、どのように担保するか。
※認証評価機関が、プログラムをどのように評価するのか。

○対象とする共同教育プログラムとして、どのようなものを想定するか。
※一定のしっかりとした組織を求めるか、アドホックなものでもよいとするか。

Ａ大学

共同教育プログラム

大学は必要な授業科
目を自ら開設すること
が必要（19条）

国内の大学の連名での
学位授与は認められて
いるが、外国大学につ
いては認められていな
い。（10条の２）

制度的検討事項

認証評価？



（参考）大学における教育課程の共同実施制度

■制度の趣旨

○ 経済・社会のグローバル化の中、大学は「知の拠点」として各地域の活性化への貢献とともに、国際的な大学間競争の中で新
たな学際的・先端的領域への先導的な対応も必要。

○ このため、複数の大学がそれぞれ優位な教育研究資源を結集し、共同でより魅力ある教育研究・人材育成を実現する大学間
連携の仕組みとして教育課程の共同実施制度を創設。

○ 平成２５年８月現在、学部４共同課程（延べ８大学）、大学院６共同課程（延べ１２大学）が設置されている。

※ 構成大学のうちの他の大学における授業科目の履修を自大学の授業科目の履修とみなす。（設置基準１９条の特例）

※ 各構成大学において、３１単位以上の単位を修得することが必要。

共同教育課程

Ａ開設の授業（７０単位）

Ｂ開設の授業（５４単位）

学位記

Ａ大学 印

学位記

Ｂ大学 印

学位記
Ａ大学 印
Ｂ大学 印

組織 教育課程 学生 学位

学位記
Ａ大学 印Ａ開設の授業（１２４単位）

Ｂ開設の授業（６０単位まで）

（参考）単位互換

Ａ大学
Ｘ学部

Ｂ大学
Ｙ学部

Ａ大学
Ｘ学部

Ｂ大学

■共同実施制度のイメージ

共同獣医学課程 北海道大学、帯広畜産大学

共同獣医学科 岩手大学、東京農工大学

共同獣医学科 岐阜大学、鳥取大学

共同獣医学部 山口大学、鹿児島大学

共同ライフサイクルデザイン工学専（修） 秋田大学大学院、秋田県立大学大学院

共同教科開発学専攻（博） 静岡大学大学院、愛知教育大学大学院

共同ナノメディシン科学専攻（博） 名古屋工業大学大学院、名古屋市立大学大学院

共同先端生命医科学専攻（博） 東京女子医科大学大学院、早稲田大学大学院

共同原子力専攻（修）（博） 東京都市大学大学院、早稲田大学大学院

共同先進健康科学専攻（博） 東京農工大学大学院、早稲田大学大学院

（学部段階） （大学院段階）





５．「法科大学院特別委員会」関係資料


